2011道本部総合政策局発第440号
2011年９月２日
　政治フォーラム会員　　様
各　地方本部執行委員長　　様
　　市町村単組執行委員長　　様
自 治 労 北 海 道 本 部
執行委員長　　山　上　　　潔
（自治体政策部）
原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進を求める

意見書採択における説明参考資料（意見書の解説）

の送付について
　日頃から職場・地域におけるご奮闘に対し心より敬意を表します。
　さて、８月26日付け2011道本部総合政策局発第431号で、2011年９月議会において、地方財政の充実・強化を求める意見書の提出について周知したところです。

後日送付予定でした、「説明の参考資料」を送付いたしますので活用願います。

また、組織内議員についても各単組のほうから渡していただければと思います。
記
１．説明参考資料（意見書の解説）　　別紙

２．取り組み報告　　

取り組み結果を９月30日（金）までに道本部自治体政策部まで、採択された場合は、そのコピーを添えて郵送もしくはFAXで報告をお願いします。

　　　　《送付先》　〒060-0806　札幌市北区６条西７丁目　自治労会館２階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部　自治体政策部
　　　

　《FAX番号》　011－700－2053
※　報告書は2011道本部総合政策局発第431号に添付しています。

以　　上

2011年９月

原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進を求める

意見書採択の取り組み

＜参考資料＞

自治労北海道本部総合政策局

１．　意見書（モデル案）

	

	　原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進

を求める意見書（案）
　３月１１日に発生した東日本大震災による日本の原子力発電史上未曾有の重大事故となった東京電力福島第一原子力発電所の事故は、発生後６ヵ月以上を経過した現在でも収束の目途は立っていません。

　この事故は、多くの地域住民が長期にわたる避難生活を強いられ、避難地域以外の住民も通常より高い放射線の中で生活しています。また、「福島産」の農作物ばかりか、京都市における伝統行事においても「放射能による危惧」のため、全国的な賛否を問う議論が発生し、被災地における避難生活を余儀なくされている被災者の心情に大きな傷跡を残すものと考えられます。

　全国的な放射能による混乱の中、経済産業省は、政府の打ち出した「すべての原子炉におけるストレスチェックを実施し、再稼働を判断する」とした方針があるにもかかわらず、北海道の泊原発３号機の５ヶ月にも及ぶ「調整運転」を「異例の事態」として、北海道電力に対し再三「最終検査を申請するよう」指導し、全国で初めてとなる「再稼働」が北海道でも容認する多くの国民の意思を無視した結果を招いています。
　国民の原子力政策に対する不信・不安は頂点に達しており、約７割が「脱原発」を支持しています。

　人体に有害な放射能を放出する核と人類の共存は困難です。将来に「負の遺産」を残さず、安心で安全な国民生活を保障することが重要な政策です。

　政府は、原子力発電の『安全神話』が崩壊し、国民の信頼を大きく失ったことに目を向け、これまでのエネルギー政策の転換を早期に進め、自然エネルギーを推進することを求め、次の事項を実施されることを強く要望します。

記
１．原子力発電中心のエネルギー政策を早期に見直し、自然エネルギー政策への転換を促進すること。

２．既存の原子力発電所を段階的に運転中止し、計画的な廃炉を打ち出すこと。

３．世界的に撤退しているプルサーマル計画を廃止すること。

４．青森県大間原子力発電を始めとする原子力発電所の建設を中止し、新たな建設や増設を行わないこと。

５．放射線の拡大は予測できないことから、現行の緊急時計画区域（EPZ）を拡大すること。
　以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出する。
２０１１年９月○○日
○○○議会
【提出先】内閣総理大臣、内閣官房長官、経済産業大臣

	


２．　意見書（案）の解説

	１．原子力発電推進のエネルギー政策を見直し、自然エネルギーの推進に転換すること。


風力や太陽光・熱を中心とした自然エネルギーは世界の主流でありＥＵ諸国や中国、米国を中心に飛躍的な伸びを示しています。日本政府のエネルギー政策はこれまで原子力利用を中心としたものであり、将来的には｢核燃料サイクルシステム｣によるプルトニウム利用政策のため、大きく遅れをとってきました。原子力発電中心のエネルギー政策から脱却を図ったドイツなどは、発電量に占める自然エネルギーの割合は１２％に達していますが、日本はわずか３％に過ぎません。

｢持続可能で平和な社会｣の実現には、エネルギー利用の効率化によりエネルギー消費を小さくした上で、平和に反し持続可能でもない原子力や化石燃料の利用から早期に撤退して、再生可能な自然エネルギーの中心としたエネルギー需給を実現することが必要です。

「再生エネルギー特別措置法」が８月２６日に成立しました。法律では、再生可能なエネルギー普及のため、事業者が太陽光や風力などで発電した電力全量を、発電者に有利な固定価格で長期間買い取るよう電力会社に義務づけるものとなっています。しかし、「電気の円滑な供給の確保に支障が生じる恐れがあるとき」は、新規買い取りを拒否できる規定があり、北電はこれを根拠に「現状では枠がいっぱい（電力の安定供給のため北電が独自に定めた風力発電の買い取り上限３６万㌔㍗）」として、風力発電の新規買い取りを拒否する意向を示しています。

自然エネルギーの普及には、こうした法律の見直しや「スマートグリッド網」の普及、「発送電の分離」などが必要となってきます。
＜スマートグリッド網＞
  　ＩＴ技術を使って、電力の流れを供給、需要の双方から制御し、最適化する送電網をさす。現在のように、遠方の大規模な発電所から大量の電気を送電する方式は無駄が多く、自然災害にも弱い。スマートグリッドは自然エネルギーなど地域分散型の小規模電源を効率的に管理・分配できる。

＜発送電の分離＞

　現在の電力会社は、発電施設と送電網を同一企業が運営し、地域で独占体制をとっている・そのため、自然エネルギー発電事業者には割高な送電線使用料（託送料金）が要求されるほか、送電に関するすべてのリスクは電力会社以外の発電事業者の負担とされ、自然エネルギー発電の促進が阻害されてきた。発電と送電の事業者を分離し、送電網を公共財として公正な接続ルールを設定して、さまざまな発電事業者が送電網を利用できれば、自然エネルギーの拡大が期待できる。
	２．既存の原子力発電所を段階的に運転を中止し、計画的に廃炉とすること。


北電によると、北電の火力、水力、原子力などを含めた総発電量は７４２万２０８５㌔㍗で、原発の２０７万㌔㍗を除くと、発電量は５３５万８０８５㌔㍗となります。北電の最大電力の実績は、昨年度の５２９万㌔㍗で「余裕」はわずかとなります。

　このほかにも、冬場は本州から道内に津軽海峡の海底ケーブル経由で最大６０万㌔㍗を送電しています。北電以外にも、電源開発は道内１０ヶ所に水力発電を所有し、計２１万５８００㌔㍗を発電しています。道も道内８ヶ所で水力発電を行い、７万９４０㌔㍗を発電する能力があるとされています。さらには、企業などの自家発電については、北海道経済産業局によると、千㌔㍗以上の設備を持つ道内の自家発電の総発電量は２６２万６７８㌔㍗で、泊原発以上の発電能力があるとされています。

　企業の自家発電はすべてが売電されているわけではありません。現在、工場で使っていない電力のうち、新日鉄室蘭製作所は最大１０万㌔㍗、日本製紙釧路工場は同８万㌔㍗、ＪＸ日鉱日石エネルギー室蘭製油所は同５万㌔㍗、出光興産北海道製油所（苫小牧市）は同１万５千㌔㍗を北電に売電しています。（以上、北海道新聞から）

　このように道内における総発電量や、企業などからの売電などの情報公開を行政、電力会社に求めることが重要ですが、「原発がなくても十分電力は賄える」ことは明らかです。さらに省エネ（節電等）などを推進することによって、少なくとも泊原発１～３号機の段階的な運転停止は可能です。

　専門家の中には、国内の自家発電量は原発６０基分に相当すると試算費ともおり、日本国内の既存の原発についても段階的な運転停止は可能であり、老朽原発から計画的に廃炉とすべきです。
	３．プルトニウムを利用するプルサーマル計画を撤回（凍結）すること。


プルサーマル発電とは、原発の使用済み核燃料を再処理して取り出したプルトニウムとウランの混合酸化物(ＭＯＸ)燃料を、再び原発で使用する発電方式です。毒性が強いプルトニウムはウランより融点が低く核分裂しやすいとされ、強い発がん性も指摘されています。また、普通の原子力発電所はウランを燃やして発電するために設計されていますので、その原子炉で燃やす予定ではなかったプルトニウムを燃やすことになれば、当然、問題が起こり安全性（「安全余裕」）は低下します。さらに、使用済みＭＯＸ燃料の処理・処分方法も未確定です。

国内では２００９年１１月に九州電力玄海原発（佐賀県）初めて開始され、現在、福島第一原発を含め４箇所で実施されています。

北電泊原発３号機の計画は北電と道などの安全協定に基づき、２００９年３月に高橋知事が容認を表明し、昨年１１月に経済産業省が許可しました。北電は早向けば２０１２年春の発電開始を目指し、今年５月２０日には、福島原発事故の原因究明がなされない中、経産省にMOX燃料の製造申請を行いました。

福島第一原発では｢メルトスルー(溶融貫通)｣が起きた可能性のある１～３号機のうち、３号機でプルサーマル発電が行われており、３月１４日に水素爆発を起こしました。高橋知事は、泊原発３号機のプルサーマル計画について「福島第一原発事故でプルトニウム・ウラン混合酸化物（ＭＯＸ）燃料がどう影響したのか、国の検証により問題がないことが確認される必要がある」と述べていますが、そうであれば少なくとも計画は「凍結」すべきです。

さらに、北電は、８月２６日、２００８年１０月に後志管内岩内町で開催された道主催の泊原発３号機のプルサーマル計画に関するシンポジウムにおいて、関係部署の社員に対してシンポジウムに参加し、賛成の意見を促す「やらせ」メールを送信していたことを認めました。メールでは、「プルサーマル計画を確実に進めるためにも、数多くの方々にご参加いただき推進意見を提出していただければと思っています」として、プルサーマル計画推進に向けた「世論誘導」を行っており、こうした不正が明らかになった以上、プルサーマル計画は白紙撤回すべきです。
	４．大間原子力発電所の建設を中止（凍結）すること(原子力発電所の新設および増設は行わないこと)。


政府のエネルギー基本計画（現行計画は、２０１０年策定、３年ごとに見直す）は、原子力発電や太陽光発電といった二酸化炭素（Co2）をほとんど排出しない電源が全電力に占める割合を当時の３４％から７０％に引き上げ、２０３０年までに１９９０年比でＣｏ2排出量を３０％以上削減するとしています。原発は「供給安定性・環境適合性・経済効率性を同時に満たす機関エネルギー」として、「新増設の推進や稼働率向上にとりくむ」としました。そのため、２０３０年までに原発を現状より１４基以上増やすとしています。

現在、日本国内には５４基の原発かあります（定期検査やトラブル、東日本大震災の影響で停止中のものも含む）。また、青森県・大間原発をなど５基が建設中、山口県・上関原発など１２基が計画中となっています。

青森県大間町に建設中（東日本大震災の影響で工事中断）の大間原発は、ＭＯＸ燃料を全炉心で使用する商業用では世界ではじめてのフルＭＯＸによる運転が予定されています。これは、通じようの原発より融点や制御棒価値の低下や、炉心内での出力のかたよりなど、危険な要素が新たに付け加えられます。

政府は福島原発事故を受け、原発増設を見直すとしていることから、少なくとも建設中の原発を含め原発の新増設は行うべきではありません。
	５．緊急時計画区域（ＥＰＺ）の拡大を含め、原子力防災に関する指針の抜本的な見直しを行うこと。


「ＥＰＺ（防災対策の重点地域）」とは、原子力施設に異常が起き、放射性物質や放射線が大量に放出された場合を想定し、避難など、限られた時間の中で周辺住民の被ばくを軽減させるための対策をとる地域のことを言います。

　原子力安全委員会の資料によると、日本では技術的な計算に加え、人口分布、災害応急対策を実施する場合の実効性などを検討した結果、原子力施設から半径８～１０㌔圏を目安としました。泊原発では周辺４町村がＥＰＺ圏内で、道と４町村は北電と安全協定を締結し、事故や原発の状況に関し迅速な情報提供を受けることになっています。

　福島第一原発事故ではＥＰＺの範囲を超え２０㌔圏内に避難指示、３０㌔圏内には屋内退避指示が出されました。福島原発事故を受け、国の原子力安全委員会のワーキンググループは、ＥＰＺの見直しを検討していますが、これまでの議論では、国際的な考え方を取り入れるとして、半径３０㌔いないとする国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の「緊急防護措置計画（ＵＰＺ）」などが例示されている程度に留まっています。

　泊原発から半径６０～７０㌔圏内に１９０万人が住む札幌市では、地域防災計画の見直しで、新たに原発事故対策を来年度中に策定するとしています。国の災害対策基本法では、市町村の防災計画は、国、道の防災計画と整合性がなければならないと定められていますが、福島原発事故を受け、ＥＰＺの拡大は急務といえます。

福島原発事故を受け、米国の原子力規制委員会は一時、同原発から半径８０㌔圏外への避難を自国民に勧告するなど、対応は国によって分かれています。
